







A 大阪地判平成19年8月30日（平成19（行り）83、行政文書不開示決  
定処分取消等請求事件）  
B 大阪地判平成19年9月28日（平成17（ワ）6678、損害賠償請求事  
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法政論叢一第41・42合併号（2008）  
以下、それぞれの事例について、事実と判決の紹介、及びコメントを  
行い、最後に簡単にまとめることとする。   
A事件：積極的情報収集権としての知る権利   










ている）。   
これに対し、原告らは、平成19年5月11日、本件訴えを提起した。論  
点は複数あるが、議論の中心は、本件開示請求に対し何らの処分をしな  
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判決   
大阪地裁第7民事部（廣谷章雄裁判長裁判官、森鍵一裁判官、森永亜  
湖裁判官）は、以下のように述べ、原告らの主張を斥けた。   
「『知る権利』は、憲法21条の派生原理として導かれる」。しかし、  
「『知る権利』のうち、能動的権利としての側面である行政機関に対する  
（3）原告のうちの1人は、本件開示請求の1年前の平成18年4月（本件改正前）、   
別の政治団体の平成17年収支報告書の開示請求を行っている。そして、この請   
求に対して不開示決定がなされ、取消訴訟の提起、認容判決（1審）、不開示   
決定の自庁取消し、却下（2審。現段階において開示決定がされたことを理由   
とする）という流れがあった。大阪地判平成18年8月10日判例タイムズ1218号   
236貢。井上禎男「政治資金規正法第31条所定の審査終了前の特定政治団体の   
収支報告書」季報・情報公開個人情報保護24号26頁（2007）（なお、平成17年   
収支報告書の開示に関わる訴訟の第1審認容判決を下した裁判官のうち2名  
（廉谷、森）は、本件判決にも加わっている）。   
平成17年収支報告書については不開示の処分がなされたが、平成18年の報告   
書については連絡のみである。つまり、本件改正によって、同時期同内容の開   
示請求に対する取り扱いが変わったということになる。  
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コメント   
結論には賛成するが、論理構成に問題があると考える。  





（4）積極的情報収集権としての知る権利を憲法上の権利として認めながらも、そ   
れは抽象的な性格を有するにとどまり、「直ちに一般的に、司法的強制可能な   
権利とみることは困難」とする理解は、学説においても一般的である。佐藤幸   
治『憲法〔第3版〕』（青林書院、1995）516頁。その他、野中俊彦ほか『憲法  
Ⅰ〔第4版〕』（有斐閣、2006）338頁、長谷部恭男『憲法〔第4版〕』（新世社、   
2008）218頁など。  
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「知る権利」の現在地一早瀬   
























（7）憲法の条文のみを根拠として具体的権利性を肯定する見解もあり得るが、本   
稿では扱わない。  
（8）京都地判平成3年3月27日判夕775号85頁。  
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いる（91。   
B事件：消極的情報収集権としての知る権利   
事実   
原告は、平成17年1月7日、傷害の公訴事実で起訴され、同年1月13  
日、大阪拘置所に収容された。この拘禁は、同年6月14日まで続いた。  
（9）本件では、具体化された情報公開請求権が法律の改正によって内容に変更が   
生じたことが問題とされている。しかし、以上のような本判決の立場からすれ   
ば、法改正による具体的権利の内容の変更は、そもそも憲法違反の問題とほな   
らない。しかし、繰り返すが、法律・条例による具体化が必要な権利にとどま   
るからといって、具体化立法の違憲性が問題とならないわけではない。  
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「知る権利」の現在邦卜【一早瀬   
原告は、収容された日に、大阪拘置所職員に対し、自費で朝日新聞の定  














判決   
大阪地方裁判所第2民事部（西川知一郎裁判長裁判官、岡田華人裁判  
官、森田亮裁判官）は、次のように述べて、原告の訴えを棄却した。  
（1）新聞紙閲読の自由と制約   
新聞紙の閲読の自由を憲法上保障することは、憲法19条、21条の趣旨、  
（10）監獄法は平成17年法律第50号、監獄法施行規則は平成18年法務省令第58号に   
よる改正前のもの。  
（川 昭和41年矯正甲第1307号法務大臣訓令「収容者に閲読させる図書、新聞紙等   
取扱規程」、昭和41年矯正甲第1330号矯正局長依命通達「収容者に閲読させる   
図書、新聞紙等取扱規程の運用について（依命通達）」、平成11年大阪拘置所長   
達示第73号「被収容者に閲読させる図書新聞紙等取扱細則」。  
（12）判決では、平成16年3月2日、平成17年3月1日に行われた閲読調査の結果   
が示されている。  
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コメント   
結論に賛成できないし、理由付けも不十分であると考える。  





（2）資源の不足は自由制約の根拠となりうるか   
憲法の保障が及ばない特別権力関係の存在を否定するならば、被収容  
者は原則として自由であり、制約は例外である。そして、例外的である  
（13）最大判昭和45年9月16日民集24巻10号1410頁、最大判昭和58年6月22日民集   
37巻5号793頁。  
よど号ハイジャック記事抹消事件最高裁判決で示された基準を採用しながら、   
未決拘禁者に対して図書の一部を抹消して閲読させたことを違法と判断した例   
として、東京地判昭和59年12月3日行集35巻12号2007頁、東京高判昭和63年6   
月2日行集39巻5・6号464頁（東京地裁昭和59年判決の控訴審）、東京地判昭   
和62年6月17日判時1253号64頁。また、阪本昌成『憲法理論Ⅱ』（成文堂、  
1993）212－213頁参照。  
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（4）権利自由の保障は仕事に含まれないのか   
先はどの奴隷の例に対し、労働基準監督署等が資源の限界を理由とし  
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（5）業務の合理性、効率性   
最後に、拘置所内の仕事の合理性、効率性について述べておきたい。  
㈹ 朝日新聞を読んだ被収容者が規律違反行為を行うというような、具体的な危   
険があったわけでもない。例えば、先に挙げた東京地裁昭和59年判決の事案は、   
激しい対監獄闘争を実際に行っていた被収容者に対して、海外の囚人組合の運   
動等の内容を紹介する図書・新聞を読ませないことが問題となった事例であっ   
た。ここでは、規律違反行為が行われる具体的危険を理由として、複数の図書   
の閲読制限が違憲ではないと判断された（違憲と判断された処分もある）。し   
かし、本件では、そのような危険の存在は指摘されておらず、障害は専ら職員   
の事務の増大によって引き起こされるものとされている。  
95   



























96   
「知る権利」の現在地 】 早瀬   
な場所で繰り返されることが、次の段階への一歩なのかもしれない摘。   
B判決では、新聞閲読の自由を憲法上の自由と認めながらも、未決拘  
禁者という立場にある人の自由については、事務処理上の困難を理由と  







（15）裁判所は、急激な社会的、政治的変革を必要とするような判決を出すべきで   
はなく、問題を徐々に進めるよう配慮すべきだとの見解もある。Cass R．   





A 判例タイムズ1261号191頁  
B 判例時報1993号53頁  
また、A判決の評釈として、渡辺諭・民事研修608号92頁（2007）。B判決  
の評釈として、榎透・法学セミナー639号110頁（2008）。  
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